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はじめに
　1985年4月に日本専売公社（専売公社）および日本電信電話公社（電電公社）が，日本たばこ産
業株式会社（JT）と日本電信電話株式会社（NTT）へ「民営化」され，1987年4月に日本国有鉄道
（国鉄）が，東日本旅客鉄道株式会社などJR7社へ「分割民営化」されてから，十数年が経過してい
る。この間，NTTは1999年7月に持ち株会社であるNTTと，　NTT東日本などの地域会社に分割
された。JRも，　JR東日本などの本州3社が2001年12月から「完全民営化」され，特殊会社（特殊
法人等）から，一般の民営会社となって現在にいたっている。
　これに対し，JTについては，2001年12月12日に財政制度等審議会が，現行の「JT法附則に規定
されている3分の2以上の株式保有規定を廃止し，JT法本則の2分の1以上の株式保有」とするべ
きであるという中間報告を提出しただけである1。中間報告は，「長期的な方向としては，完全民営化
が理想の姿」であるとしながらも，「製造独占や国産葉たばこの全量買取契約制等を維持していくこ
とが政府の責任であり，段階的に民営化を進めていくことが現実的な対応」と報告した2。1980年代
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の三公社民営化のなかで，いちはやく国会で法案が成立したのが，JT法（日本たばこ産業株式会社
法）であるにもかかわらず3，現在のJTは，　NTTやJRとは異なり，専売政策以来の旧制度から身
動きがとれなくなっているようにもみえる。
　とはいえ，このようなJTの現状から，専売民営化を他の二公社民営化との単なるつじつまあわせ
であった，と結論づけてよいものであろうか。1904年から約80年間も継続してきた政策と制度が，
そのような単純な理由で転換されるのであろうか，というのが本稿の主たる問題意識である。
　専売政策転換の前提条件となった「政策環境の変化」については，すでに別稿にて明らかにした4。
本稿の最終的な目的は，そうした間接的な要因ではなく，より直接的な要因を明らかにすることであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る。具体的には，第一に，専売政策の転換と民営化の実施に「成功」したのが，なぜ1985年だった
　　　　
のか，という問題を明らかにすることである。第二に，なぜJTは現在も特殊会社から民間会社に移
行することができないのか，その政治的要因について，専売民営化の政策作成過程から検証をこころ
みる。
　以下では，まず，日本において「民営化」という用語がどのように使用されているのか，どのよう
な特徴を備えているのかについて検討する（第一章）。世界各国で「民営化」（privatization）が実施
されているが，翻訳名が同一でも，それが必ずしも制度上の権能や機能，慣行の同一性を保証するも
のではない。日本における「民営化」概念について，本稿の立場を明確にしておく必要がある。
　次に，民営化の要因についての「一般的な」解釈が，専売公社のケースにも該当するのかを確認す
る（第二章）。一般的な解釈とは，たとえば「政府は費用を顧みず，企業の維持，雇用の確保にのめ
りこむ危険性がある」5ため，「国営企業等自体を民営化することによって効率性を改善すること」6が
民営化の目標だとする説明である。こうした解釈が適用可能なケースが現実に存在し，公企業と私企
業の特性の違いがあることは事実であるとしても，政策目標の設定内容によっては，公企業であって
も成果や結果に変化が生じるのではなかろうか。専売民営化の本質的要因を明らかにするには，専売
公社について，その点を検証しておく必要がある。
　第三に，1985年に民営化が可能であった要因を明らかにし（第三章），最後に，JTが専売政策以
来の旧制度のいくつかを現在も抱えることになった政治的要因について検証する（第四章）。
　なお，本稿は，専売公社の民営化を題材としているが，専売公社の前身にあたる大蔵省専売局も検
討の範疇に含める。それは，別稿で指摘したように7，「専売政策」としてみた場合，政策の目的や基
本的な制度が，専売局と専売公社との間で一貫して継続している，という判断に基づいている。
第一章　日本における民営化概念
　近年，マスメディアでも公社化，民営化といった用語が多用されている。ただし，これまで日本で
は「民営論」「民営化」「準民営化」「完全民営化」「民間会社化」など，時代ごとに多様な用語が生み
出されてきた。これらのいくつかは死語になったが，現在まで生きのびてきた用語も，その時代の状
況に応じて，意味する内容が変化してきている。それゆえ専売民営化の議論に入る前に，「民営化」
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という概念について，あらかじめある程度整理しておく必要があろう。
　「民営化」（privatization）という概念が国有化（nationalization）という概念と対をなしているこ
とからいえば，もっとも明解かつ簡単な定義は「政府がそれまで所有していた企業に私的所有権を導
入すること」8，つまり当該企業の所有形態を政府の所有から私的所有へ移行させること，ということ
になる。
　問題は，第一に，どの程度まで私的所有を導入すると「民営化」といえるのか，一般化された定義
がないということと，第二に，公企業の成立した背景や時代によっても，また各国がおかれた状況に
よっても，「民営化」の実施形態およびその目的が相当に異なっている，ということである9。
　たとえば，ほぼ同時期に実施された日本と英国の「民営化」について，私的所有導入の度合いを株
式の売却率ではかるとすると，日本の民営化当初の株式売却率が25％から50％であるのに対し，英
国の民営化の際には，ほぼすべての株式が間をおかずに売却されている10。また，民営化の実施形態
についても，飯尾によれば，英国は「民営化の原則」にもとづき，「民営化できる公企業はできるだ
け民営化」したのであり，日本は「個々それぞれの公社の事情」にもとづき民営化した，とされる11。
さらに政策の目的という点からみても，当初から意図的なものであったかどうかは別として，英国の
ように政府の財政赤字を黒字の公企業の株式売却益によって補填するという目的と，日本の国鉄のよ
うな赤字の公企業を「民営化」を通じて別法人に変更することで，効率化するという目的とは，まっ
たく異なる。
　このように「民営化」という概念が内包するものは，それぞれのケースによって相当に異なってい
る。とくに日本では，これまで「政府による現業」から「公社・特殊法人等の公企業」への移管，さ
らに「民営化」，「完全民営化」という手順で国有から私有への移行が進められてきたケースが多い。
そこで本稿では，狭義の民営化（privatization）は，国有から私有へ，という所有権の移行に焦点を
あてた概念であるとし（いわゆる「完全」民営化），これよりも広義の「民営化」は，「三公社民営化」
にみられたように，政府による強い統制を受ける「公社制度」（公共企業体）から，ある程度統制を
緩和した「特殊会社」（特殊法人）への移行といった，「経営の自主性の拡大」という「経営権」に焦
点をあてた概念であると定義しておきたい。以後，本稿での「民営化」は，特殊会社への移行を示す
用語として使用し，一般会社への移行がおこなわれるときに「完全民営化」と記述する。
　この完全民営化という語法に示されるように，日本においては「不完全な民営化」も民営化と呼ば
れていることになる。このような語法がうけいれられるにいたったのは，日本の公社（公共企業体）
制度にまつわる特殊な事情も反映していると思われる。
　日本専売公社は1949年6月1日，大蔵省専売局が公社化されることによって，日本国有鉄道と同
時に誕生した。これは，当時の労働運動の高まりに危惧を抱いた連合国軍総司令部が，国家公務員法
の改正を指示する一方で，公務員の総数そのものを削減すべく，公社化の指示を出したことによって
いる12。こうした専売局の公社化にともなう変化は，①専売局職員の身分が，国家公務員から公共企
業体等職員へと変更されたこと，②公社役員に任期制が導入されたこと，③大蔵大臣の諮問機関とし
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て専売事業審議会が新設され，役員の推薦等をおこなうようになったこと，の三点にすぎない。専売
政策の本質的部分である専売事業本体については，専売局当時の制度がほぼそのまま専売公社へ継承
されている。
　それに対し，専売公社のJTへの民営化は，株式会社形態への改組，外国たばこの輸入自由化，専
売納付金制度からたばこ税13制度への移行，塩専売の廃止14，など事業全体にかかわる変更がおこな
われた。それゆえ，このような政府による統制の一部緩和だけでも，「民営化」として一定のインパ
クトを持ってうけいれられる相応の背景があったといえる。
　日本の民営化は，特定の企業への特権的な保護を解除する，という点で，「規制緩和」と相当程度
類似している。しかし，第一に，一般の企業は，予算や人事，当期目標にまでおよぶ政府によるコン
トロールを受けていないこと，第二に，全株ではなくても，政府保有株式の売却（一定程度の所有権
の移転）を視野に入れていること，の二点において，民営化は通常の規制緩和とも異なる特徴をかね
備えているのである。
第二章　専売政策に埋め込まれた黒字
　近年，公企業の民営化の議論では，公企業の経営の非効率さが問題とされ，効率化をすすめる方策
として民営化を提唱する，という構図がすでに定着しているようである。三公社の民営化を提唱した
第二臨調のスローガソの一つも，行政への「民活」の導入であった。現在，道路公団を筆頭とする近
年の特殊法人等の改革に関する議論でも，特殊法人のいわゆる「赤字体質」を改善する方策として，
民営化が提起されている。こうした公企業に対する批判的な見解は，一般論として妥当性がないとい
うわけではなく，そうした事例も存在する。ただし，日本に現存する公企業は多様な業態と設置目的
を持っている15。赤字を計上しない公企業や，設置目的上，赤字であってもなんら問題ではない公企
業も存在する。公企業の民営化を議論し，分析する際には，個々の公企業の特性にあわせて慎重に検
討する必要があろう16。
　「専売公社と赤字」という観点において，専売公社は「専売事業の健全にして能率的な実施に当た
ること」17が設置目的であり，専売の政策目的は「国家税制収入の確保」18という財政専売にあっ
た19。専売政策において，専売公社の赤字転落は政策の失敗を意味するのであり，その点で利潤（黒
字経営）の追求が，当初から政策に埋め込まれていたといえる20。経済成長にともない財政規模が拡
大しため，専売納付金の財政（一般会計）に占める割合は1947年の19．4％から民営化直前（1984年）
の1．9％まで低下したが，絶対額では図1に示されるように，ほぼ一貫して上昇し続けている。この
ように，専売公社に課された政策目標は達成され続けてきたといえるが，さらに以下では，葉たばこ
の生産と工場におけるたばこの製造について，生産性という観点から検証したい。
　葉たばこの生産性：専売公社の前身にあたる大蔵省専売局時代から21，生産者に対し，前もって葉
たばこ買い上げ時の価格を公示し，生産量を割り当て，不良品以外は全量買い上げるという公示価格
制度および全量買取制度がとられてきた。このような制度下では，葉たばこ生産者間で「競争」が生
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図1　政府への納付額の推移
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　　　　　　　　　図2　単位あたりの葉たばこ収納量の変化
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　　日本専売公社『たばこ専売史』第4巻664～667ページ。第二臨調第四部会資料をもとに筆者作成。
じず，生産性の上昇を期待するのは難しいように思われるが，実際には図2に示されるとおりであ
る。
　こうした生産性の向上は，葉たばこ農家による自助努力にくわえて，専売局および専売公社による
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積極的な働きかけによって達成された。第一は生産の集約化であり，第二は技術の普及開発，第三は
葉たばこ農家の組織化である。
　専売開始直後から専売局は，葉たばこ耕作に不向きな地域には転作を奨励し，産地整理を行ってい
る。1900年には産地数で29％，耕作者数で32％，町村数では69％もの削減がおこなわれているが，
耕作面積では7％の減少でしかない22。削減の目的が葉たばこ耕作の「集約化」にあったことはあき
らかである。従来，農家の片手間的な作業であった葉たばこ栽培や，各地で分割されたまま完結して
いたたばこ市場を全国レベルに統合する必要に迫られた結果といえる。
　さらに1906年から「たばこ耕作改良指導に関する規定」を制定し，全国4つの試験場で品種改良
や耕作種の適否の判定方法，育成方法，苗床設備，病害虫の駆除・予防などについて研究が進められ
た。こうした研究成果を農家に伝達する手段として使われたのが，たばこ専売法第25条に規定され
た届出団体である「葉たばこ耕作組合」，および，その全国組織の「葉たばこ耕作組合中央会」であ
った。葉たばこ農家は，耕作組合から最新の技術や資器材を導入したわけであるが，この耕作組合に
は耕作指導のほかに，もう一つ設置目的があった。毎年おこなわれる葉たばこの作付面積の割りあ
て，納入契約など，複雑な手続きを簡素化するために「公社の耕作者に対して発する指示等の伝
達」23をすることである。
　戦後もたばこ耕作組合は存続し，1958年，「たばこ耕作組合法」によって，正式に法人化された。
組合の設置根拠法が農業協同組合法ではないことからもわかるように，耕作組合は，農水省ではなく
大蔵省の所管である。専売政策の当初から，こうした中間組織を形成させることによって，専売局や
公社は，葉たばこ農家の動向や要望をくみ上げ，ときに生産調整等の統制をはかる手段として活用
し，また，最新の農機具や農法の指導をおこなうなど，葉たばこ農業の近代化を進めてきたのであ
る。結果として，単位当たりの葉たばこ耕作の生産性そのものは，あきらかに向上したが，円高によ
る葉たばこの内外価格差の拡大や，消費者の嗜好の変化による外国産葉たばこの輸入が増加するにつ
れて，生産性の高さが葉たばこの過剰在庫をまねく要因となったのは，米作と共通している。過剰在
庫の拡大につれて，必然的に耕作組合は葉たばこ農家の利益集団に転化していった。官民間に立つ中
間組織としての機能が「活用」されたのである。
　製造たばこの生産性：たばこの製造においても，専売局および専売公社は，葉たばことほぼ同様の
方針をとった。第一は工場の集約化であり，第二は技術の普及開発，第三は工場の機械化である。
　専売政策実施まで，日本でのたばこの製造販売は民間の事業であったが，ほとんどの「工場」が，
葉たばこの生産とたばこの製造も未分化な家内制手工業の域にとどまるものであった。専売政策開始
当初（1905年）の工場の内訳を見ると，直営工場が100か所，場外工場24が545か所にもおよぶ。こ
れらを大幅に統合し，1909年「口付たばこ」の場外工場（6か所）を全廃し，さらに6年後の1915
年には，刻みたばこの場外工場（91か所）を全廃している。大規模工場の設置と，「狭小なる工場」
の整理統合をセットでおこなったのである。やや時代が下るが，1935年には全国で35工場となる。
その後，たばこの需要の高まりとともに製造量は増大するが，工場数は安定し，1940年ごろにおい
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ても全国で33か所，民営化直前の1984年で37か所である。
　こうした工場の大規模化，集中化のほかに，専売局は積極的な設備投資と技術開発をおこなった。
専売制開始当初は欧米製の機械を輸入していたが，工場の整理統合が進展してきた明治末期の1910
年前後から，葉たばこを刻むための裁刻機や，汚れをとる砂掃機，葉脈を除去する除骨機，コソベ
アー化をはかった葉組輸送台など，各工場で機械の考案が始まっている。1920年12月には，開発を
一元化するために専売局中央研究所が設置され，翌々年12月には製造用機械の製造のため専売局板
橋製作所が設置された。戦時期を除く25，急速な生産性の向上は，こうした機械化の進展を示してい
る（図3参照）。
　戦後は，とくに紙巻たばこに使用される巻上機の高速化が実施されている。1950年代後半から毎
分1000～1200本生産可能な巻上機が導入されたのをはじめとして，1965年に毎分2000本，1970年に
毎分2500本，1978年に毎分4000本，1984年には毎分5000本と26製造工程の高速化がはかられた。
1960年からの10年間だけで，職員一人当たりの生産性がほぼ倍にまで伸びており27，その後も他の製
造業と比較して極端に低いわけではない（図4）。
　機械化が急がれた最大の要因は，国際価格の3倍まで高騰した原料費の「差損」分を，生産の過
程で解消する必要があったためである。労使間の合意が比較的すみやかになされたことも一因であろ
う。専売局から専売公社に公社化して以降，公社内には全専売労働組合（全専売）が結成されていた。
専売公社と全専売はつねに協調的な関係にあったわけではないが，人員削減につながらない限りにお
いて28，機械の高速化による合理化は労働条件の改善を意味したため，労使間の合意を形成しつつ，
生産性を向上することができたのである。
　反面，各地の工場の間で生産性にばらつきがあったことや，流通の効率性を無視して工場の立地が
図3　たばこ工場における生産性の変化
4500
4000??
???
??
轟麟麟・麟麟麟献講蕊騰鵜麟鵡雌
”一一”一’ H員1人1時間あたりの製造量（単位：本）
工員1人あたりの年間製造数（準位：千本）
一製造数量（単位 ?億本）
　　　　　　　　　　　，響　冒　，　，　，　一　一　・　・　、 　　　　　　「■．7@　　　　　’Y’卿｝・一”
．咽．一・一’”
，　’
》
「工員1時間あたりの製造量」1931年はデータなし。日本専売公社「煙草専売五十年小史」70ページの数値から
筆者が算出。
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図4　労働生産性の変化と比較
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なされていたことなど，必ずしも専売公社が「優良企業」だったとはいえない29。原料（葉たばこ）
の購入についても，「農政的配慮」を求められ，外国産葉の購入に慎重だったのは，専売公社が公企
業だったことによっている。ただし，専売政策は，政府の失敗と呼びうるほど，深刻な状態でもなか
った。年間約1兆円を国庫に納付していた公企業が民営化された要因は，他に存在するのである。
第三章　民営化要因の顕在化
　専売公社民営化を直接決定づけたのは，1982年5月の第二臨調第四部会の報告，および，それに
もとついて内閣に提出された同年7月の第二臨調の第三次答申であるが，専売公社の民営化の議論
は，第二臨調ではじめて議題になっなわけではない。行財政改革をかかげた第二臨調において，国鉄
の抱える巨額の赤字が問題視され，「三公社」が一括して議論されたことは事実であるが，専売民営
化には，「伏線」ともよぶべき三つの要因が，臨調設置前から横たわっていた。第一の要因は，専売
制度に内在した「制度上の要因」であり，第二の要因は，公共企業等職員の身分と労働権に関する議
論の変化であり，第三の要因は日米間の経済摩擦という「外生的要因」である。
　制度的要因：第一の要因は，専売民営化をはばんだ制度上の問題が消滅したという点で，消極的要
因である。専売公社は専売局の制度を大部分ひきついでいたため，公社から国庫へ支払われる納付金
の金額を外部から算定することが困難な制度になっていた。専売納付金は専売公社の利益金を国庫に
すべて納入する建前となっていたが30，実際には，専売事業の総収入から総支出を差し引き，若干の
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金額については内部留保したうえで納付していた。問題は，この総収入と総支出（総損失）が毎年変
動するため，実質的な納付金率も毎年変動したという点にある。これが専売納付金と一般的な間接税
との最大の違いであり，納付金がいくら納入されるのか外部から算定できないなど，納付金制度を間
接税へ移行するうえで障害になっていたのである。
　1954年，財政力の弱い地方自治体に対し，収入の安定性が高く，地域的なかたよりが少ない税目
を分与するという理由で，地方たばこ消費税が導入された。このときも，地方たばこ消費税について
は比較的明瞭な算定方式が確立されたが31，国庫への納付金については何の変更もされなかった。そ
のため，1960年代から1970年代初めにかけて，イソフレ等でたばこ原価が上昇したときなどに，地
方たばこ消費税のほうが専売納付金を追い抜くような状況が生じている32。納付金率の実質的な定率
化は，1971年5月から始まるが，これは大蔵省官房長，主税局長，理財局長，専売公社副総裁の四
者による「覚書交換」というかたちをとっていたため，大蔵省および専売公社の外部から算定するこ
とができないという点では同様であった。
　納付金率の法定化が実施されたのは，1980年3月，日本専売公社法等の改正が国会で成立してか
らであり，1949年6月の公社発足以来，じつに30年以上の歳月がたっていた33。こうした法制化が実
施されてこなかった理由は定かではないが，第一には，大蔵省および専売公社の裁量が限定されると
いうことが考えられる。第二には，納付金率が設定されることによって，納付金制度を間接税制度に
移行させることが容易になってしまう，ということがあげられる。1904年に始まるたばこの専売
は，徴税機構が未発達であった当時，1875年の煙草税則によって課されていた「煙草税」の脱税額
が巨額であったため，確実な徴税手段を確保するために実施された経緯がある34。専売納付金制度が
単なる消費税制度に移行されてしまえば，販売されたたばこに課税すればよいわけであり，専売公社
という組織を維持する必然性は低下する。以上のような理由から，専売納付金の納付金率法定化はみ
おくられてきたように思われる。逆に1980年から法定納付率が設定されたことによって，専売公社
の民営化のハードルは低くなったわけである。
　身分に関する問題：専売公社民営化の伏線となる第二の要因は，公共企業体等職員の身分と労働権
に関する問題である。1975年，労働基本権の回復を要求する公労協による8日間のストライキ（い
わゆる「スト権スト」）が実施された。これを受け，政府は「公共企業体等関係閣僚協議会専門委員
懇談会」を設置し，スト権について，民営ないし，民営に準じた経営形態に変更する場合は争議権を
認め，そうでない場合は認められない，という立場を11月にあきらかにした。さらに三公社五現業
について「当事老能力の方途を検討する」ことや，専売公社の経営形態について「民営化に移行すべ
し，という意見等経営形態の変更を検討することが，必要であるとの意見が大勢をしめた」として専
門機関が検討を行うよう提言したのである。その後，あらたに公共企業体等基本問題会議が設けられ，
1978年6月，「意見書」を提出する。意見書では①たばこ事業は本来民営に適した事業分野であり，
欧米ではほとんど民営であること，②専売納付金をあらため，消費税制度を導入すべきこと，③経営
に自主権を与え，競争原理を導入することが必要であることなどから，専売公社の分割完全民営化が
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提言されていた。
　専売公社は，翌年10月末に「基本的に専売制度・公社制度を維持しながら所用の改善をはかる」
との立場を表明したが，同年12月には行政監理委員会が「煙草専売については，早急に納付金率法
定制，定価法定制の緩和等による財政収入を確保しつつ…，独立企業体制を整備し，近い将来欧米諸
国のように民営化すべきである」との見解を明らかにしている。こうした専売民営化に関する議論は
紆余曲折し35，1980年には関係省庁が「公共企業体等基本問題会議意見書に関する検討結果報告書」
を発表した。ここでは，①競争原理の導入による合理的効果と，民営移行に伴う広告費等諸経費の増
加の要素とを比較すると，どの程度総体としてのコスト減につながるか，②巨大な外国たばこ資本と
の競争や喫煙と健康問題にどのように対処し得るか，③葉たばこ耕作者や小売店等に与える影響につ
いてどのように対処するか，また，公社職員の身分変更に伴う諸問題をどう調整するか，さらには膨
大な公社資産の評価，分割，払い下げ対象の選定をどのように行うか，など民営化に慎重な意見が出
された。が，これで専売民営化の議論が終息したわけではなく，同意見書も，引き続き検討を継続す
るという姿勢を示していた。
　外生的要因：専売民営化の第三の要因は，米国政府および米国たばこ企業による，日本のたばこ市
場の開放要求という「外生的要因」である36。専売政策が実施されて以来，たばこの輸入や輸入たば
この販売も「流通専売」として専売局が実施してきており，戦後は専売公社が一括して実施してきた。
専売公社にとって，外国製たばこの販売を促進することは，自社製品のシェア縮小につながるため，
たばこ市場が外国製品に対し「閉鎖的」になるのは当然の帰結であったといえる。1970年代を通じ
て，日本のたばこ市場における外国製たばこのシェアは1％前後であった。こうした事態に対し，米
国政府および米国たばこ企業は，販売数量の拡大を求めてきたのである。
　1978年2月13日，日米貿易円滑化委員会（Trade　Facilitation　Committee：TFC）の場において，た
ばこの市場開放問題が正式にアメリカ側から提起された。このときは米商務省との交渉窓口が所管の
ことなる通産省であったためか，問題が確認されるにとどまり，めだった動きはない。他方，米議会
内では対日批判が噴出した。1979年3月14日，米国シガー協会（Cigar　Association　of　America：CAA）
も米国通商交渉特別代表部（0伍ce　of　the　Special　Trade　Representative：STR）に，1974年通商法
301条に基づく措置を求める提訴をおこなった。これを受け，日本政府の対応は加速化する。同年6
月2日，日米両政府は「日本における輸入葉巻及び紙巻たばこについて，価格，流通及び販売の問
題を含む諸問題に関する討議を速やかに開始する」ことに合意し，米国と断続的な協議を開始した。
米国政府は，この間も301条に基づく制裁に向け，1979年11月にGATTへ日本のたばこ市場の閉鎖
性を提訴するなど，積極的な措置をとっている。
　1980年11月，①たばこの関税率を90％から35％にしたほか37，②輸入品に対する小売マージン率
を7％から，国産たばこなみの10％へ引き上げる，③内外製品間の定価差の縮小をおこなうなどの措
置をとることによって，日米たばこ協議は合意に達したかにみえた。しかし，翌1981年11月11日に
は，米国政府より，「たばこに関する日米合意の見直し」を含む21項目の対日市場開放要求が出され
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ている。米たばこ企業三社もこれにあわせ，11月30日に米国シガレット輸出協会（United　States
Cigarette　Exporters　Association：USCEA）を設立し，専売公社に対し，①すべてのたばこ販売店へ
のアクセス，②価格決定方式の改定，③広告宣伝等の自由な活動，を要請したのである38。
　以上の交渉で注目すべき点は，米国側は専売そのものの廃止を直接明言していないものの，実質的
には廃止を要求しているということである。米国側の指摘した価格，流通，販売に関する問題すべて
が大蔵省および専売公社の許認可事項であり，専売納付金等の税制度と密接に関係している。外国製
たばこの販売数量の拡大を実現するために障壁を個別に指摘し，市場開放をはかっていくという米国
の要求は，いずれ公的独占（専売）の解除に行きつかざるをえないものであった。
　専売民営化の「伏線」としてあげた以上の三つの要因は，くしくもほぼ同時期にあたっている。第
一の専売納付金率法定化は1980年であり，第二の公共企業体等基本問題会議の提言は1978年である
が，引き続き議論がなされており，関係省庁による検討継続の回答は1980年，さらに第三の対日た
ばこ市場開放要求の再燃は1981年である。
　1977年9月，臨時行政改革閣僚会議が「行政改革について」閣議了解をおこなった。この時期以
降，政府部内で行政改革が再び課題として浮上してくるなか，1980年7月に鈴木善幸内閣が発足
し，同年11月28日には，臨時行政調査会設置法案が可決成立した。内外から民営化を要求され，納
付金制度から間接税への移行も容易になったときに，第四の要因ともよぶべき第二臨調が立ち上げら
れたのである。三つの要因は単独では，4万人の公社職員と100万人の関連産業を抱えた専売公社と
専売政策を動かすほどの力を持っていなかったかもしれない。臨調という場で三つの要因が合流する
ことによって，あるいは三つの要因があったからこそ，専売政策の民営化への転換が現実の政治日程
にのったのである。
第四章　臨調答申と政治的解決
　三公社民営化が注目を集めた要因は，マスメディアによる集中的な報道39や，行財政改革の象微と
なりうるような国鉄の赤字，および，公社職員の不祥事，さらに財界の意向40や政治的意図41などに
もとめることができるが，本章では，臨調の戦略と民営化決定の過程に参加した主体間の調整に焦点
を当てて分析をおこないたい。
　葉たばこ生産から製品の製造・販売まで網羅するたばこの専売には，約100万人の関係者がいたと
されるが，組織別に見ても，参加する主体は多数にのぼる。専売民営化が実現すると経営や業態，収
入に強い影響を受ける中核的な主体として，専売公社，全専売労働組合（全専売），葉たばこ生産農
家（全国たばこ耕作組合中央会，葉たばこ生産者政治連盟），たばこ小売業者（全国たばこ販売協同
組合連合会（全協））などが存在した。さらに，これらの利害を代弁するアクターとして，自民党，
社会党，総評などがあげられる。そのほかにも，専売を所管する大蔵省や，臨調による行財政改革に
好意的であった経団連等に代表される財界も専売民営化にかかわったアクターであろう。
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表1　専売民営化に参加したアクターとその立場
合理化・効率化（公社形態維持） 民営化（特殊会社化） 完全民営化
A
専売公社〈大蔵省〉
非分割 全専売〈総評・社会党〉 C E
葉たばこ農家・全協
＜自民党く専特＞＞
F
分　割 B D 臨調（民営化推進派の委員）〈財界〉
　これらの主体の主張は，現実にはさまさまな差異や濃淡があるのだが，当時の声明42などをもと
に，「公社制度を維持したままの合理化・効率化」を主張しているのか，それとも「民営化」，「完全
民営化」なのかという軸と，「分割」か「非分割」かという軸で，各主体の立場をおおまかにまとめ
ると表1のようになる。圧倒的に「公社形態維持・非分割」に各主体が集合しており，一見して，
「分割・（完全）民営化」について合意を形成するのが困難であることは明らかである。
　なかでも，法案の作成過程で関係する大蔵省や，立法過程で国会の議決に関与する政党，とくに決
定的な影響力を持つ自民党が「非分割・公社形態維持」（A）に位置した意味は大きい。（分割）民営
化について，これらの主体から合意を得るには，何らかの政治的調整が必要だったことを暗示してい
る。ただし，これらの民営化に反対だった主体も一枚岩だったわけではない，むしろ，全専売と葉た
ばこ農家などのように，具体的な利害の点では対立している部分もあった。各主体の立場について概
観すると，以下のようになる。
　第二臨調：臨時行政調査会は「行政の実態に全般的な検討を加え，行政制度および行政運営の改善
に関する基本的事項を調査審議する」43のであって，第二臨調を一つの主体として扱うのは不適切で
あるかもしれない。反面，第二臨調は，行政の「改善に関する基本的事項」について，「内閣総理大
臣に意見を述べ」44「内閣総理大臣から国会に報告するように，内閣総理大臣に申し出ること」45が可
能な存在だったのであり，行財政改革の是非を問うための単なるアリーナのような存在ではなかっ
た。それは，土光敏夫調査会長が「ミスター行革」と称され，行政改革の推進を期待されていたこと
に端的に示されているだけでなく，第四部会加藤寛部会長の「反対グループ連合をいかにして改革す
るかが民営化の焦点といえよう」46という主張からもうかがい知ることができる。
　ただし，第二臨調がヒアリング等を通して関係者間の主張を聞き，全体を調整しなければならない
立場にあったことも事実である。とくに三公社民営化については，実現可能性の高い答申を要求され
ていたのであり，関係者の誰も合意しないような，一方的な答申をだせる立場にもなかった。そこ
に，一律に分割民営化を検討するのではなく，三公社「それぞれにおいて自主的で創意に富んだ経営
がおこなわれるよう」47検討する余地が生じたといえる。「専売につきましては，比較的事業活動は円
滑に進んでいたように思われます。当時の臨調の認識は，そんな見方でごさいました」48と当時の臨
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調関係者が振り返っているように，臨調内での専売についての意識は，国鉄および電電民営化に対す
る意識と，若干であれ異なっていたようである。
　大蔵省：国鉄を所管した運輸省や，電電を所管した郵政省と異なり，大蔵省は専売公社の民営化に
ついて，実際には賛否を明らかにしていない。「増税なき財政再建」をかかげる第二臨調に対し，大
蔵省がとりうる立場は最初から限定的だったともいえるが，専売民営化に積極的に賛意を示していた
わけでもないところに，大蔵省の立場が象徴されている。専売公社民営化に関する大蔵省の最大の懸
念は，専売納付金の廃止や外国たばこ企業の市場参入によって歳入が減少するのではないかという点
と，所管するたばこ農家の処遇をどうするかの二点であった。第四部会のヒアリングにおいても，大
蔵省は民営化の問題点として，どのような方式で納付金からたばこ税へ切り替えるのかという懸念
と，たばこ農家への農政的配慮の必要性を表明している49。これは，裏を返せば，たばこ税とたばこ
農政の問題を解決できるのであれば，民営化には反対しないという立場の表明である。
　日本専売公社：専売公社は，臨調におけるヒアリングの席で，電電公社と同様，①公社形態を維持
したままの合理化案，②特殊会社化案，③分割民営化案の三案を提出している。専売公社は，これら
三案について，それぞれの利点および欠点を列挙し，結論として第一案の合理化案を主張した。この
主張によれば，専売公社は全面的に反対しているかのような印象を受けるが，実際に懸念していたの
は，民営化による公社形態の変更よりも，たばこ市場の開放によって外国たばこ企業が参入してくる
ことや，「葉たばこ耕作者の処遇」を一方的におしつけられたり，「分割」させられたりすることによ
って，民営化後の負担が増えることにあったように思われる。
　フードは，公企業の幹部が民営化に対してとる戦略の一つとして，民営化によって裁量の拡大をは
かろうとする点（slack・seeking）を指摘している50。専売公社内部でも，葉たばこ全量買い入れや，
予算統制によって公社幹部による自主経営が事実上不可能になっていることへの潜在的な不満があっ
たため，民営化以前から，公社経営の自主性を拡大しようとする動きがあった51。たとえば，専売公
社幹部が，公企業における経営の自主性という問題について，活発な発言をおこなっているだけでな
く52，自主経営について大蔵省と対立したこともある。1968年に専売公社は，たばこの売上不振にと
もなう経営の建て直しのため，「新長期経営計画」を策定した。その計画の基本方針の一部に「納付
金率法定化での自主経営」があったことから，大蔵省によって強い指導を受けたのである。現JT役
員の発言にもあるとおり53，民営化の実施方法いかんによっては，黒字を出すことは可能だったので
あり，専売公社は，民営化について「条件闘争」の立場にあったのである。
　全専売労働組合：民営化には反対しているものの，実質は民営化の条件闘争であったという点で，
全専売は専売公社と似たような立場にあった。全専売の最大の懸念は，民営化にともない身分や労働
条件が変わることである54。反面，賃金の自主交渉が，国会の予算総額制によって事実上制限されて
いたことや，国際価格の3倍になっている国産葉たばこの全量買取が人件費を抑制しているのでは
ないかという不満から，現行の公社制度を全面的に支持する立場にもなかったのである。
　こうした立場を示すものとして，1983年の第39回松山全国大会では，「日本のたばこ・塩産業の維
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持」「公社および関連事業で働く人の生活と雇用条件の維持」「葉たばこ耕作農民・販売店の条件維
持」や「当事者能力の付与と労働基本権の回復」を全専売の方針として決定しているが，公社制の維
持という文字はない。全専売は，合理化実施時などに専売公社と労働協約を締結し，決定的な対立を
避けるなど，極端に対立した時代は短かった。また，国鉄の労組と異なり，公社内に複数の労組が対
立する状況になかったのは，電電公社と類似しており，意思統一がはかりやすい状況にあった。こう
した全専売の姿勢は，専売民営化の実現可能性を高めるひとつの要因になったといえる。
　社会党：社会党，および，同党の主要な支援団体であった総評は，三公社民営化に対して，臨調第
三次答申以後も，反対の立場をとり続けた。社会党の専売民営化反対の論拠は，たばこと塩の低廉か
つ安定的供給を阻害し，たばこ事業による財政収入の安定的確保を困難にするということと，分割民
営化とたばこの自由化は，国内たばこ市場を外国たばこ企業によって奪われることにつながるという
二点である。ただし，専売民営化問題において，社会党が効果的に影響力を行使したとはいいがた
い。社会党を「受身の政治姿勢」にしたのは，飯尾が指摘しているように，国鉄労組内部における国
労と動労の対立や，「実質的には改革賛成」の全電通と社会党執行部の対立，さらに国会内で民社党
や公明党などの野党と共闘することができなかったことなど，専売民営化以外の要因によるところが
大きい55。
　葉たばこ農家・小売業者：もっとも強く専売公社民営化に反対し，院外活動を繰り広げたのは，葉
たばこ農家である。専売政策による「生産農家許可制度」および「全量買取制度」が存在したからこ
そ，消費者の嗜好の変化にともなう外国産葉たばこの輸入拡大，国産葉たばこの過剰在庫2年分と
いう圧倒的に不利な状況下でも，国際価格の約3倍の国産葉たばこを安定的に生産できた。専売公
社の民営化にともない，葉たばこの買いとりが自由契約になれば，国産葉たばこの買取量が激減する
のはあきらかであっただけでなく，たばこ専売法に基づく災害補償金など，その他の「農政的配慮」
も撤廃される可能性があった。とくに臨調内外で全量買取制が問題視されていたことが，葉たばこ農
家が院外活動にのりだした最大の動因であろう。
　葉たばこ農家で組織される全国たばこ耕作組合中央会は，第四部会のヒアリングにおいて，欧米で
も葉たばこ農家に対して所得保護政策がとられていることを説明しているほか，自民党にも強い働き
かけをおこなっている。また，たばこの小売業者は，たばこ農家ほどの保護はなかったものの，販売
は免許制に基づいており，一定地域内で独占的に販売する権利を持っていたことから，免許制撤廃に
つながる民営化には反対であった。
　自民党：専売民営化と他の二公社の民営化議論との最大の相違点のひとつは，自民党が党内に「専
売制度に関する特別委員会」（専特）を設置し，政府や臨調とは異なる姿勢をとっていた点である。
専売事業が，他の二公社の事業とは異なり，農業と密接な関連を持っていたことによるものである。
たばこ生産農家は，米作農家に比較して絶対数は少ないが，全国的な広がりを持っていたうえに，た
ばこの専業農家の比率は当時で30％，残り70％は兼業である56。全国たばこ耕作組合中央会は，地方
28か所にたばこ耕作組合という地方組織を持ち，耕作組合の組合員は，「すべからく農協の組合員で
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もある」57というのが実状であった。葉たばこ農政が農水省ではなく大蔵省の所管であったとして
も，農村内部はたて割りになっていなかったのである。
　過剰在庫と全量買取制度，その対策としての生産調整，生産調整にともなう農政的配慮，海外から
の市場開放圧力という構図は，規模が違うだけで本質的には食管制のもとにあった米作と相似形をな
している。コメを中心とする農産物の自由化問題に決着がついていなかった当時，自民党にとって専
売民営化の問題は，単に公社形態の変更を意味するのではなく，農政全般に対する態度をどう示すか
という問題であった。結果的に，自民党専特は公社制維持（ニュー公社論）を決定し，臨調による第
三次答申提出後，政府案の法案作成過程に影響力を行使する戦略をとるのである。
　1982年5月17日，第43回調査会において，第四部会は「三公社，特殊法人等の在り方について」
と題する報告を提出。これを受け，7月30日，第二臨調は第78回調査会において「行政改革に関する
第三次答申一基本答申一」を決定し，鈴木首相に提出した。
　基本答申は「経営形態」について，「基本的には民営であるべき」としながらも，i）当面，政府
が株式を保有する特殊会社とする，ii）政府は，特殊会社の株式を逐次公開する，　iii）国産葉たばこ
問題が解決され，特殊会社の経営基盤が強化された段階で製造独占を廃止し，特殊会社を民営会社と
する，という段階的な完全民営化を提案した。第四部会は，あらかじめ政府・与党対策を考え，4月
中ごろまでには，分割・完全民営化から民営化（特殊会社化）に軸を移していたのである58。これに
ともなう制度の主要な変更点は，①葉たばこの全量買取制度と耕作許可制度は廃正し，葉たばこの耕
作面積（量）と価格は契約方式に改める，②小売人指定制度の廃止し，契約方式に改める，③流通専
売を廃止し，民間の一般会社と特殊会社が外国たばこをとりあつかう，④専売納付金制度を廃止し，
消費税制度に変更する，⑤特殊会社への公的関与は必要最小限にとどめる，⑥労働関係は労働三法に
よる，の六点である。
　この製造独占維持，特殊会社化，たばこ消費税導入という案は，外国製たばこも課税可能となる点
で，歳入安定を第一とした大蔵省はもちろん，経営の自主性は拡大させつつも分割はしないという点
で，専売公社においても合意可能な内容であった。全専売も⑥にくわえて，雇用維持の労働協約を専
売公社と締結することで，民営化に合意した。反面，とくに①と②は，たばこ農家と小売人にとっ
て，厳しい内容だったといえる。
　8月6日，自民党は基本答申について，「大筋を了承し，これを尊重」するという党声明を発表し
たが，10日に出された閣議決定や政府声明の「最大限尊重する」とは，すでにトーンが若干異なっ
ている。その後，9月24日と翌1983年5月24日に行革大綱と新行革大綱が閣議決定されるが，両大
綱ともに，専売民営化については答申の趣旨にそって調整し，次期通常国会へ提出すべく検討を進め
るという内容であった。その間に総裁選があったとはいえ59，党内調整は難航していた。「ゆり戻し」
がピークに達したのは，1983年11月ごろからである60。11月1日，自民党行政調査会の正副議長会
議が，実質的にたばこの輸入自由化以外は，現行形態を維持することを目的とする「ニュー公社論」
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を方針として決定した。その骨子は，①事業計画や役員の任免には大臣が決定権を持つ，②たばこの
輸入自由化は卸売り段階までとし，小売り人指定制度は維持する，③葉たばこの全量買取制は維持す
る，④専売公社を合理的企業経営が最大限可能な政府関係特殊法人とする，という内容である。
　1984年1月25日，内閣は「行政改革に関する当面の実施方針について」を閣議決定，今国会中の
法案提出を表明し，水面下で大蔵省と自民党との間の調整が進められた61。3月末には，大蔵省が専
売改革関連法案をまとめている。最終的な内容として，他の二公社と同様に専売公社も民営化すると
したが，①全量買上制維持，②葉たばこの価格と耕作面積を決定するための審議会を新会社内に設置，
③小売人は大蔵大臣の許可制，④株式は全額政府出資し，政府に一定率の株式保有義務を課す，⑤株
式売却には国会の承認を必要とするなど，政府と国会による監督権限が強化されることとなった62。
　4月16日，政府は専売改革関連5法案を第101特別国会に提出し，8月2日に同法案は無修正で可
決成立した。そして翌年4月1日の日本たばこ産業株式会社の発足とともに，80年間存続した専売
政策は，制度上，幕を閉じたのである。
むすびにかえて
　専売公社の民営化は，他の二公社との単なる横ならびの民営化ではなかったといえる。第一に，間
接税制度への移行を困難にしていた専売納付金制度が，定率化されたという制度的要因。第二に公共
企業体等職員の身分と労働権に関する問題が，すでに分割完全民営化とあわせて議論されていたこと
で，民営化というアイデアが広まっていたこと。第三に日米たばこ市場開放問題という「外生的要
因」。これら三要因は，単独では専売政策を民営化に転換させることはできなかったであろう。三要
因が同時期に集中していたこと，さらにその時期が，第二臨調の設置と重なっていたことによって，
「政策の窓が開かれた」のである。
　これら三要因は，専売政策の財政専売という政策目的とは，直接の関係がない。国庫への専売納付
金の納付という政策目的は達成され続けてきただけでなく，その目的達成のため，葉たばこの生産，
たばこの製造の生産性も向上させる必要があった。生産性という点からみても，専売政策に「政府の
失敗」といえるほど重大な問題がなかったために，かえって公社時代の旧制度を多く残したままの民
営化になったといえる。また，専売当局と葉たばこ農家間の手続きの簡素化や，葉たばこ耕作を指導
するために，大蔵省が組織したたばこ耕作組合が，利益集団に転化したことが，葉たばこ全量買取制
などの制度が残される要因となったのである。
　こうした政策転換の問題点は，民営化が不十分だという抽象的な問題ではなく，民営化後のJTに
たばこの減反や生産調整費を支払わせるといったかたちで，政府の方針として決定したたばこ農家へ
の農政的配慮の結果責任をJTに転嫁するなど，公私の領域があいまいなグレーゾーンを拡大させて
しまったことにあろう。外国産葉たばこの輸入をさらに拡大するほうが経営上有利なJTと，全量買
取制の維持を確保しなければ生産が成り立たない耕作組合，再度の財政的支出を避けたい政府という
組み合わせによって，現状の制度から容易に転換できなくなってしまっているのである。
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　民営化の実施時期が，戦後まもなく大量採用した職員の退職時期と一致したことや，「バブル経済」
と重なっていたため，たばこ農家の大幅な転作を実現できたこと，現在のJTは年間900億円前後の
利益を出している「優良企業」となっていることなど，専売民営化を評価すべきところもある。反面，
個々の公社の「実状」に応じて民営化が実施されたために，政府の果たすべき責任についてあいまい
になってしまったという点は，今後の課題あるいは教訓であるように思われる。
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　規模な生産を実施するには多額の資本を投下したうえで，製造に先行して葉たばこの多量の在庫を抱えなけれ
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　ばならない。こうしたたばこ製造に特有の条件が世界的な寡占化の一因であると思われる。少なくとも日本国
　内においては，たばこ市場において，圧迫されている民間企業が存在しなかった。
17日本専売公社法第1条。
18総理府編『官庁便覧第17巻　日本専売公社』大蔵省印刷局，1960年，1ページ。
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　が，安価な台湾産樟脳が日本本土の樟脳農家に影響を与えるにようになり，需給の調整を主な目的とするよう
　になった。
20黒字経営が実現できた最大の要因として，日本のたばこ市場を専売公社が「合法的に」独占していたことは無
　視できない。ただし，「専売」とは，すでに公的独占が予定されている政策であり，民間企業と競合しながら，
　政府が何らかの商品の販売活動をおこなうのは専売ではない。専売政策においては，効果的に専売納付金を納
　付することが政策目標の達成を意味している，ということである。いうまでもなく，独占についての政治的あ
　るいは経済的な是非は別である。
21大蔵省専売局から日本専売公社への公社化の経緯については，前掲「政策環境の変化」を参照。
22前掲『専売公社五十年史』45ページ。
23たばこ耕作組合中央会規約第二条五項。全文は『たばこ年鑑日本専売公社三年史』198ページを参照。
24廃止予定の中小の工場である。大蔵省専売局『煙草製造創業三十年誌』1935年，32～33ページ。
251945年3月までに東京，大阪および名古屋に設置された工場が焼失したことによって，製造能力の約20％が
　失われたほか，最終的には全国33か所の工場中14か所が失われ，最盛期の45％まで製造能力が低下した。
26第2回財政制度審議会日本たばこ産業資料「経営の現状と方向」7ページ。
27日本専売公社『たばこ専売史』第5巻，482ページ。
28他の官公労ほどではなかったようであるが，専売公社が民営化されるまで定年制がなかったことに示されるよ
　　うに，一般の労組よりも全専売は強い影響力を持っていた。製造工程の合理化にともなう従業員の削減もおこ
　なわれていない。
29行政管理庁行政監察局『日本専売公社監督行政監察結果報告書一たばこ事業について一』1981年12月，58ペー
　ジによれば，1億本あたりに要した職員数が，平均5．86人，最小の工場で4．07人なのに対し，最大で10．89人も
　要する工場があるなど，高速巻上機の導入にばらつきがあったことが指摘されている。
30日本専売公社法第四干三条十三項は，1979年まで以下のように規定していた。「公社は，毎事業年度の決算上
　’の総収益から総損失を控除した金額から左の掲げる金額を控除して得た金額を翌年五月三十一日までに納付し
　なければならない。」
31地方たばこ消費税の算定方式は，（課税標準額）×（販売本数）x（税率）＝地方たばこ消費税額となっていた。課
　税標準額とは，いわばたばこ1本あたりの価格であり，物価の上昇等にあわせて改定がおこなわれた。販売本
　数とは当該地方公共団体で販売された本数，税率は1981年の段階で都道府県が10．3％，市町村では18．1％であ
　　った。
32こうした状況をうけて，1969年，税制度等審議会の税制改革答申は，納付金の消費税制度への切りかえを答
　　申している。
33たばこの法定納付金率は，紙巻たばこ一級品が1000分の565，二級品が同555，三級品が同445，刻みたばこが
　　同310，パイプたばこが同500，葉巻たばこが同555とされた。ただし，この法定納付金制度もやや複雑であ
　　る。販売されたたばこにこの法定納付金率が乗され，そこから地方消費税分が差し引かれた残りが国への納付
　　金とされた。たとえば，200円の紙巻たばこ（一級品）が販売された場合，そのうち113円（56．5％）が納付
　　金となるが，そこから都道府県と市町村合わせた地方たばこ消費税分56．8円（28．4％）が差し引かれ，残りの
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34前掲「政策環境の変化」，42～45ページ参照。
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351978年12月12日には「専売事業審議会」が収入を税相当部分と企業利潤部分に明確化し，価格法定制を緩和
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　の答申を出している。
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　含意一」『政治学研究論集第15号』明治大学大学院政治経済学研究科2002年2月，参照。
371980年4月1日から法定納付金率の導入にともない，関税率が90％に設定されたばかりであった。それ以前
　は，たばこの関税率は355％であったが，この税率は関税自主権が回復した1911年以来の税率であり，形式上
　存続してきたに過ぎない。
38その後，政府は日本市場開放策の一環として，1983年4月1日からたばこの関税率を35％から実質20％に引
　　き下げることで，ひとまず終結する。しかし1985年，レーガン大統領がスーパー301条の発動を決定し，ふた
　たびたばこ問題が焦点となった。
39真渕勝，久米郁生など『政治学』有斐閣，1997年，98～101ページにおいて，三公社民営化にマスコミが果た
　　した役割が分析されている。
40経済界も，積極的に支持を臨調発足当初に示している。「（第二臨調（筆者注））初会合の四日前の三月十二日，
　経団連，日経連など財界五団体の代表で設立した「行革推進五人委員会」の面々が，土光会長はじめ瀬島，宮
　崎委員の財界代表委員を囲んで“激励”朝食会を開いた。二十日には，経団連の「行政改革特別委員会」が
　　　・，行革への全面支援を打ち上げた。」（読売新聞政治部第二臨調取材班『ドキュメント行政改革』潮文社，
　1981年，50ページ。）
41たとえば第二臨調当時，事務局を務めていた行政管理庁行政管理局八木俊道管理官は，三公社民営化について
　次のように発言している。「当時，中曽根さんが行管長官と。彼の方針の基調は，戦後政治の総決算であると。
　戦後政治の一方の立場としての総評・社会党ブロック，このやはり本丸の守旧的部分が，実を言うと公労協，
　なかんずく国労，動労ではないかというのが，中曽根さんの当時の着眼であったように思われます。そうした
　着眼とあわせて財政再建問題，これが当時の重要な政治的課題と。その下で土光臨調が動き始めた，こういう
　ことでごさいます。」（2001年5月22日「財制度等審議会たばこ事業分科会たばこ事業部会第5回議事録」）
42それぞれ次のような文書をもとにした。大蔵省「専売公社の経営問題について」1983年4月。日本専売公社
　「たばこ事業の経営形態について」1982年3月。全専売「専売公社の経営形態等に関する意見」1981年12月。
　社会党「第四部会報告に対する見解」1982年5月。総評「要請書」1982年4月。全国たばこ耕作組合中央会
　「臨時行政調査会第4部会提出資料」1981年12月。自民党は1983年11月の専特が決定した方針。財界について
　は文末注40を参照。
43臨時行政調査会設置法，第2条。
44同上第2項。
45同上第3項。
46加藤　寛「公社の民営化をめぐる政治と経済」『公益事業研究』第39巻第1号，公益事業学会，1987年9月。
47「行政改革に関する第三次答申」『臨調基本提言』行政管理研究センター，1982年8月，94ページ。
482001年5月22日「財制度等審議会たばこ事業分科会たばこ事業部会第5回議事録」
49大蔵省「専売公社の経営問題について」1983年4月16日。
50Hood，　Exf）lzining，　pp．49～52．
51たとえば，JTの本田勝彦社長は，2001年2月28日の財政制度等審議会たばこ事業分科会たばこ事業部会第二
　回会議において，「経営主体につきましては，自主責任経営体制の確立を早急に図るべきであるというのを，
　昭和43年に実は打ち立てたわけでございます。その後……，たまたま昭和56年に臨調が始まりまして，57年
　に臨調答申が出たわけでございますけれども，率直に申し上げまして，私ども，チャンスが来た，好機到来と
　いうように受けとめていたのが，当時の専売公社の実態でございます」と発言している。民営化後十数年たっ
　てからの発言であるとはいえ，ある程度は公社内で民営化に前向きな要素もあったことを示している。
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52たとえば，寺戸恭平「公企業管理の問題状況一公社の自主性と独占権の乱用に関連して一」『季刊行政管理研
　究』8号，1979年12月，参照。
53本稿文末注51参照。
54「身分が変わることに不安があって民営化に反対してきたが，組合（旧全専売と旧全逓：筆者注）が努力して
　条件を詰め，経営側がこれに誠実に対応したので，結果的に心配したようなことは起こらなかったかというこ
　とかとの質問があり，そのとおりであるとの回答があった。」（1997年10月1日行政改革会議第2回企画・制
　度問題および機構問題合同小委員会議事概要）
55飯尾，前掲，284ページ。
56第四部会資料「たばこ専売事業について［資料編］」「第24表たばこ作農家と全農家の専・兼業比率の比較」
　より。
572001年3月22日「財制度等審議会たばこ事業分科会たばこ事業部会第3回議事録」における新屋敷修専門委
　員（全国たばこ耕作組合中央会専務理事）からのピアリソグ。
58八木専門委員によれば，「いずれも，3公社並びと申しますか，高度成長時代の政府事業の全面見直しという
　文脈の中で位置づけられた案として論議されたわけでございますが，比較的早めに議論の方向が見えてきた。
　この段階，4月16日の討議資料がつくられた段階では，国鉄については分割民営まで行くが，電電，専売につ
　いては，落としどころとして，どうも第2案（特殊会社案（筆老注））ではないかなと。分割まではどうかな
　　というご議論が強かったということでございます。でなければ，政府・与党，特に与党を乗り切ることができ
　ないというのが，臨調関係者のほぼ一致した共通認識，私どももそれを若干側面からお手伝いいたしておりま
　　したが，そうした認識だったと思います。」2001年5月22日「財制度等審議会たばこ事業分科会たばこ事業部
　会第5回議事録」
591982年10月12日，鈴木首相が辞意を表明し，23日に党予備選で圧勝した中曽根が11月26日に首班指名を受け
　ている。
601983年10月12日，東京地裁はロッキード事件について田中角栄元首相に対し，懲役4年の実刑判決を出し，
　11月28日に衆院解散，12月18日総選挙で自民党大敗（36議席減の250議席），と政局は混乱していた。
61八木専門委員によれば，「政府側の案でございますが，自由民主党専特のニュー公社論。これでは，やはり国
　鉄改革，電電改革の改革のトーソとはうまく合わないよということで，やはり形の上では特殊会社構想に踏み
　切ろうではないかと。特に，当時の自民党行財政調査会長の橋本元総理の，間に入ったご尽力が多々あったわ
　けであります。ただし，実質的には，農政対策，流通対策については，かなり与党側の言い分を取り入れよう
　ではないかということでございます。したがって，政府の監督，また株の保右というものについても，多少重
　ために設計をするということになった経緯がございました」2001年5月22日「財制度等審議会たばこ事業分
　科会たばこ事業部会第5回議事録」
621984年3月28日，全国たばこ耕作組合の組長会議が緊急に開催され，自民党専特委員長が専売改革関連法案
　　について報告を行っている。
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